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はじめに
本稿の目的は，拙稿（2009）において提起した，具体的な分析対象とし
てタイを念頭においた制度論的な開発途上国分析のフレームワークに基づ
いて実証分析を進めていく上での作業の１つとして，統計データの実態に
即して，特に家計行動を巡る家計グループ間での差異や共通性を理解する
ことで，今後中心的に検証すべき課題や論点を析出することである。
この目的を達成するために，議論は，以下の形で進める。まず，はじめ
のⅠ．では，基本的なタイ経済の動向及び，所得格差に関する基本的特徴
を把握する。その上で，続く２つの章では，家計行動の収入面および支出
面のそれぞれにおける傾向について，特に統計上分類されている家計グル
ープ間でのグルーピングや，家計グループ間での格差といった視点から理
解する。最終のⅣ．では，一連の検討の結果を踏まえつつ，特に，（1）統
計上分類されている家計グループを２～４のグループでグルーピングする
ことが有意であると考えられること，（2）家計における支出と収入の結び
つきから，タイの所得再分配メカニズムの特徴を表しうる様な傾向性がミ
クロの家計レベルで確認されること，（3）家計グループ間で，インフォー
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マルな制度的要因から影響を受けていると類推されうる様な，あるいは，
他者志向的・自己犠牲的とでも言い表される様な，グループ間で共通の行
動原理として推定されうる支出実態が確認されること，これら３点につい
て，今後の展望も含めて論じ，本稿を終える。
Ⅰ．マクロ経済パフォーマンスと所得格差の概要
初めに，1997年のアジア通貨危機後のタイ経済のマクロ経済パフォーマ
ンスの特徴を確認するために幾つかの統計指標を確認しておく（末尾付表
１から付表３参照）。最も基本的な経済規模を表すGDPは，アジア通貨危
機直後には，46億2840万タイバーツ（以下THBと表記）であったが，2008
年には91億270万THBであり，この10年余りの間にほぼ２倍に増加してい
る。また，対前年比の変化率で見た場合には，各年度毎に4.3％から10,6％
とバラつきがみられるものの，タイ経済は，総じて，持続的にほぼ右肩上
がりの成長軌跡を示している。また，タイ経済の堅調な成長ぶりを表す１
つの指標として，失業率を取り上げてみると，通貨危機直後の1998年には
4.35％であったが，それ以降漸次的に低下しており，特に，2005年から2008
年の３年間は１％台をキープしている。加えて，この間に労働力人口は，
1998年の3245万人から2008年の3770万人に持続的に増加してきたことも
踏まえると，雇用が拡大しつつ失業率が低下してきたことが確認される。
また，所得格差を理解する上での基本的な指標の１つとして，１人あた
りGDPの動向について見ると，1998時点で73000THBであったが，2008年
には13万THBになっており，単純に理解すると各家計や各労働者のレベル
でも所得が２倍弱増加していることが類推される。
以上の様な基本的な経済動向を踏まえて，特に所得格差について考えた
場合，とりわけ，所得増加に伴って，家計間あるいは，労働者間での所得
格差がどの様な変遷を辿っているのかということ，より明確に言えば，社
会経済システム全体での経済成長に伴って，そこでのアクターの日々の生
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活に関わるような所得格差が縮小しているのか，それとも拡大しているの
かということが，議論の出発点になる。そこで，これについての基本的な
構造を理解するために，10分位の各所得階層の所得分布に基づくローレン
ツ曲線とジニ係数の値を見る。アジア通貨危機直前の1996年，1998年，
2001年，2004年，2007年の５年について取り上げてみると，図1.1，表1.1，
そして表1.2の様な内容で表される。
まず，所得階層分布を表す図1.1から把握されることとしては，アジア通
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図1.1　所得階層10分位のローレンツ曲線
表 1.1　所得格差の傾向
ジニ係数
前回比各
階層平均
所得増加
率　　　
1996 年比
各階層の
平均所得
増加率　
1996 0.412 1.000 1.000 
1998 0.421 1.190 1.190 
2001 0.449 1.019 1.212 
2004 0.411 1.298 1.572 
2007 0.418 1.263 1.986 
表1.2　各階層内での実際の平均所得の推移
所得階層 1996 1998 2001 2004 2007
1 507 607 603 830 1001
2 814 971 979 1311 1642
3 1077 1279 1299 1715 2171
4 1377 1613 1644 2164 2749
5 1716 2014 2066 2693 3446
6 2149 2530 2597 3366 4326
7 2795 3273 3394 4329 5548
8 3785 4422 4636 5766 7265
9 5403 6421 6738 8197 10248
10 11886 15120 14638 18863 24142
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貨危機を経た経済成長の過程において，ローレンツ曲線に変化がみられな
いことから，ほぼ全く所得階層間での移動が見られないということである。
換言すると，経済成長の過程にあっても，所得再分配の状況やメカニズム
を巡っては，大きな変更がみられなかったということである1）。これは，
均等分配所得と比較した場合と比べた実際の所得の歪みを表す表1.1のジ
ニ係数について，0.41–0.42の間に留まっていることによっても強調され
る。家計間での相対的な格差には目立った動向が見られない一方で，他方，
各階層内部で所得増加傾向が持続的に見られることは，表1.1の前回比及
び1996年比の各階層の所得増加率や，表1.2の各階層内部での実際の平均
所得（月額）の推移から明らかであり，これについても着目する必要があ
る。各所得階層の絶対的な所得水準で見ると，各階層共に約２倍に上昇し
ており，これは，先に見た１人あたりGDPの伸びが約２倍であることとほ
ぼ一致する。
したがって，タイにおける所得格差を理解する上での大きな論点として，
（1）家計間での相対的な所得格差を是正するような所得再分配メカニズム
の有無について論証すること，（2）家計や労働者間での格差が生じている
諸要因について究明すること，（3）持続的な家計間での相対的な所得格差
を前提とすれば，それが，より微細な各階層ごとの家計行動パターンにど
のような形で反映し，家計間での差異や共通性といった形での特徴を表す
のかということ，（4）前述（3）の状況を踏まえた上で，家計行動が社会経
済システム全体における特に需要的な側面にいかなる影響を与えるのかと
いうこと，これら４つの内容が考えられる。
尚，タイの所得格差研究を巡る研究は既に数多くあり，とりわけ，前述
（2）の格差の諸要因についてのミクロレベルでの検証が盛んである。教育，
居住地域，親の社会階層などを組み合わせた形での，例えば，パネルデー
タ分析の手法を使うことによって，そうした諸要素の有意性が指摘されて
いる（e.g.，栗田，2005；服部・船津・鳥居（編），2002）。あるいは，（4）
のシステム全体での需要面への影響ということで言えば，途上国全般の傾
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向として所得の増加に伴って，クーラーや自動車の利用に伴う家庭消費エ
ネルギーの増加や全般的な消費行動の活性化に伴う小売業等の拡大が見ら
れる可能性が提起されている。（e.g.，大野（編），1990）。加えて，（1）の
所得再分配メカニズムについて言えば，政府等による「フォーマルな」所
得再分配メカニズムに関して，古くは，政治システムから経済システムに
対する影響という形で指摘されてきており2），近年では，より具体的な医
療や年金といった各種公的扶助や福祉環境について政策的な観点に基づく
検討が進められている（e.g.，玉田・船津（編），2008）。
こうした既存研究の現状を踏まえ，筆者自身の分析の基本的な展開方向
性は，前述の（3）社会階層間や家計間でのより微細な行動パターンに見ら
れる差異や共通性が，既存研究で指摘されている様な諸要因に関連する諸
制度の構造やシステムレベルでの経済パフォーマンスといかなる形で結び
ついているのかということを，特にミクロとマクロとの関連性という観点
から明らかにしていくことに置く。それゆえ，以下では，家計行動につい
て，社会階層間や家計間でのより微細な行動パターンの差異や格差，なら
びに，家計レベルでの収入―支出のプロセスからなる家計レベルでの通時
的な再生産過程という観点から，統計的実態に基づいて検討していく。
Ⅱ．収入面における実態と特徴
まず，収入を得るための前提となるタイの労働市場の大きな特徴として，
末廣（2002）によると，（1）海外留学学位取得者を頂点とする学歴に基づ
く階層的であること，（2）企業内でのキャリアが，基本的に内部での育成
システムを持たず職種によって分断されていること，これら２つが挙げら
れている。換言すると，これら特徴は，各アクターの労働市場参入時にお
ける基本的・一般的な能力（学歴）によって，各自の就業条件が規定され，
それが永続的に続く傾向にあることや，労働者がより良好な就業環境を求
めて，1企業に長年留まることなく，数年で複数の企業を渡り歩く場合も多
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く見られることを表してもいることになる。あるいは，既に述べた様に，
市場参入条件としての教育，すなわち学歴の違いにも注意を払う必要があ
る。　
こうした基本的な特徴を踏まえた上で，はじめに，労働市場における職
業上の違いが，収入の実態に職業グループ間での相違や格差をどの程度生
みだしているのかということについて，1998年から2008年までのThe Labor 
Force Survey Whole Kingdom Quarter1: January-March（18種の職業分類）
に基づき確認する。
まず，各職業の構成比率と実際の賃金の動向については，本稿末尾の付
表４の様に表される。ただし，表から確認されるように，この分類では，
微細な各職業が把握される一方で，他方人口比率で見て０に近い職種も散
見する。それゆえ，まずは一般的に分類される様な形で，便宜的に，第1次
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図2.1　職業グループ間の賃金価格の経年比較」
　　 　：2001–2008
図2.2　職業別の賃金不平等比率
　　 　：2001–2008
表2.1　賃金上昇率（2001年＝1）：2001-2008
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
全18職種の平均賃金 1.00 0.99 1.01 1.03 1.10 1.17 1.19 1.40 
第１次産業（農業，狩猟，林業，漁業） 1.00 0.91 0.94 0.92 0.98 1.16 1.26 1.46 
第２次産業（鉱業，建設，製造） 1.00 0.73 0.92 0.78 0.92 0.97 0.94 1.22 
その他13種の平均賃金 1.00 1.06 1.08 1.27 1.06 1.26 1.28 1.31 
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産業（農業，狩猟，林業，漁業），第２次産業（鉱業，建設，製造業），そ
の他13分類の職業の平均値，以上の産業別の３種類に整理し，職業グルー
プ別の賃金の経年動向を見る。図2.1によると，全18種類の職業平均金額と
比較して，第１次産業ではほぼ半分程度であり，第２次産業でも若干下回
っていることが確認される。また，図2.2からは，職業グループ間での賃金
不平等度について第１次産業を基準として理解すると，その他の13分類の
職業賃金との差が概ね３倍強で推移してきている点，ならびに，近年には
若干格差の改善兆しが見られる点，これら２点を特徴として捉えられる。
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さらに，表2.1で表される様に，個々の職業グループの賃金上昇率について
2001年を基準として確認すると，いずれのグループでも増加傾向にあり，
特に賃金レベルで見て相対的に最も安価な第１次産業での増加が他のグル
ープと比べて大きいことが言える。
その一方で，図2.3の職業グループ間での人口構成比率を確認すると，年
度によって若干構成比率に変動があるものの，総じて，例えば，システム
全体での主要な産業構造の転換というような形に結びつく大きな変化に結
びつきうる動向は，確認されない。また前章で述べた様な，全般的な労働
市場の拡大傾向の中で，特定の職業に特化した流入が生じているとも考え
にくい。
以上の様な特徴を踏まえつつ，18種類の職業間での所得不平等の状況に
ついて特に一層精緻に捉えるために，末尾の付表４のデータを基に，所得
格差の実態を表す指標の１つとして開発経済学で用いられるタイル尺度を
表す を3），次の として表される式（n 階層で構成される
社会： は  階層の所得シェア， は人数シェア）に基づき算出してみる。
そして，その結果から特に目立って全体の所得分配不平等に寄与している
グループについてのみ取り上げたものが図2.4である（各職種の数値は末
尾の付表５を参照）。この式によって算出される数値それ自体の意味につい
て端的に言えば， の時には完全平等であることを，また値が大きい
ほど不平等に寄与していることを表す。加えて，数値がマイナスの値を取
る場合には，反対に所得の平準化に寄与しているものとして理解される。
この分析結果から得られる特徴として，例えば，賃金の実態を見る限り，
特に目立って高額な賃金を得ている職種ではない教育関連従事者や公共機
関従事者の賃金が，社会全体での所得不平等の動向に対して相対的に大き
な影響を与えていることが新たに析出される。
また，図2.5からは，労働市場における参入条件を規定する雇用労働者の
最終学歴の構成割合を見た場合，全般的に高学歴化が漸進的に進んでいる
ことが確認され，特に，高等教育や中等教育の各層の伸びが顕著になって
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表 2.2　所得の増加率
1998 1998-2000 2000-2002 2002-2004 2004-2006 2006-2007 1998-2007
全国平均 1.00 0.97 1.13 1.09 1.19 1.05 1.49 
主に自家土地保有の農業自営 1.00 0.89 1.26 1.13 1.29 0.97 1.58 
主に借地での農業自営 1.00 0.90 1.30 1.06 1.14 1.00 1.41 
漁業，林業，農業関連サービス 1.00 0.89 
農業以外の自営 1.00 0.97 1.11 1.01 1.26 1.07 1.44 
専門，技術，管理職 1.00 0.97 1.08 1.09 1.14 1.02 1.33 
農業労働 1.00 0.93 1.14 1.17 1.41 1.08 1.88 
一般労働 1.00 1.05 1.03 1.04 1.28 1.12 1.61 
事務，販売・サービス業労働 1.00 0.92 1.03 1.07 1.15 1.03 1.21 
製造業労働者 1.00 1.07 1.00 1.10 1.12 1.09 1.44 
経済的に不活動 1.00 0.92 1.12 1.11 1.09 1.23 1.53 
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図 2.6　各家計グループの総収入の経年経緯
表 2.3　所得の不平等比率
1998 2000 2002 2004 2006 2007 
全国平均 2.41 2.53 2.51 2.33 1.97 1.91 
主に自家土地保有の農業自営 1.20 1.02 1.25 1.35 1.36 1.18 
主に借地での農業自営 1.65 1.60 1.82 1.65 1.34 1.23 
漁業，林業，農業関連サービス 1.14 0.94 
農業以外の自営 3.41 3.56 3.47 2.97 2.65 2.61 
専門，技術，管理職 6.24 6.54 6.21 5.77 4.67 4.39 
農業労働＜基準値＞ 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 
一般労働 1.27 1.43 1.30 1.15 1.04 1.09 
事務，販売・サービス業労働 3.09 3.06 2.77 2.53 2.07 1.98 
製造業労働者 1.89 2.19 1.92 1.79 1.43 1.44 
経済的に不活動 1.72 1.70 1.68 1.59 1.22 1.39 
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いる動向を把握できる4）。
次に，家計レベルでの収入の動向について，Report of the Household Socio-
Economic Survey: Whole of Kingdom（職業に応じて2004年まで９分類，2006
年から10分類に変更）に即して理解する5）。尚，各グループの構成比につ
いてであるが，2002年時点では，「主に自家土地所有農業自営」（19％），
「主に借地農業自営」（4.1％），「農業以外の自営」（17.1％），「専門，技術，
管理職」（9.1％），「農業労働」（6.8％），「一般労働」（1.6％），「事務，販
売，サービス業労働」（13.2％），製造業労働者（12.7％），「経済的に不活
動」（16.4％）であった。2004年以後の調査では，構成比率についての明確
な数値の記述が削除されている可能性が高い6）。
まず，各家計グループ毎の月間総収入の動向をグラフで表したものが図
2.6（各グループの数値は末尾付表６参照）であり，家計間で大きくは，専
門職等のグループ，農業以外の自営と事務・販売などのグループ，そして
その他のグループ，という3グループ化した状況が続いていることを確認
できる。その上で，表2.2に基づき，各グループの所得の前回比の伸び率を
見ると，各グループ内部では，持続的に所得を拡大している傾向が解る。
この傾向は，各労働者レベルでの賃金傾向と一致する。加えて，1998年を
基準とした2007年時点での伸び率について見ると，全体では約10年間に1.5
倍程度上昇しており，グループ間で見ると，相対的に所得が低い「農業労
働者」家計や「一般労働者」家計では，それを上回っている。その一方で，
相対的に所得が高く所得の第２グループを形成する「事務，販売，サービ
ス業」家計の伸びは低調である。また，表2.3で表される様に最も所得が低
い「農業労働者」家計を基準として，家計グループ間での所得の不平等比
率を見ると，2000年以降，格差の縮小傾向が持続的に見られることを確認
出来る。
ここで，収入動向についてより詳細に理解するために，各グループの家
計収入の実態について，特に公的扶助や福祉環境といった観点から理解す
る 手 掛 か り と な り う る 内 容 と し て， 家 計 収 入 の 項 目 の 中 で， 特 に
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「Assistance Payment：援助支払」という項目を取り上げてみる。これにつ
いて，金額及び総収入に対する割合をまとめたものが表2.4である7）。こ
れに基づくと「経済的に不活動」のグループを除いて，総収入には大きな
隔たりがあるにも関わらず，ほぼ全てのグループの間で３％から６％の近
アジア通貨危機後のタイにおける家計グループ間での特徴的差異：統計指標の実態から
表 2.4　「援助支払」
1998 2000 2002 2004 2006 2007
金額 総収入比 金額 総収入比 金額 総収入比 金額 総収入比 金額 総収入比 金額 総収入比
全国平均 808 6.47% 757 8.95% 966 7.03% 1028 6.87% 1330 7.48% 1764 9.45%
主に自家土地保有の農業自営 345 4.36% 291 4.20% 443 5.02% 467 4.70% 710 5.53% 809 6.48%
主に借地での農業自営 232 2.71% 196 2.65% 264 2.65% 379 3.58% 502 4.15% 537 4.46%
漁業，林業，農業関連サービス 637 6.19% 399 4.34%
農業以外の自営 325 1.84% 310 2.54% 381 2.01% 446 2.34% 570 2.38% 856 3.40%
専門，技術，管理職 606 1.88% 423 2.12% 673 1.98% 624 1.68% 922 2.18% 1817 4.24%
農業労働＜基準値＞ 135 2.61% 182 3.90% 222 4.06% 272 4.24% 318 3.52% 403 4.13%
一般労働 206 3.14% 302 4.76% 289 4.08% 290 3.93% 364 3.86% 497 4.68%
事務，販売・サービス業労働 465 2.90% 298 2.66% 454 3.00% 475 2.93% 565 3.02% 753 3.90%
製造業労働者 244 2.49% 275 3.05% 288 2.74% 304 2.64% 394 3.02% 428 3.04%
経済的に不活動 3679 41.33% 2880 44.41% 3831 41.69% 3956 38.81% 4676 41.10% 5053 40.09%
表 2.5　「援助支払」の内訳
2007 2006
Total 
Monthly 
Income
Assistance 
from 
Persons 
outside HH
par Total 
Income
Assistance 
from 
Govt and 
Organization
par Total 
Income
Total 
Monthly 
Income
Assistance 
from 
Persons 
outside HH
par Total 
Income
Assistance 
from 
Govt and 
Organization
par Total 
Income
All Households 18660 1398 7.49% 366 1.96% 17787 1284 7.22% 46 0.26%
Farm Operator: 
Mainly own land 12488 735 5.89% 74 0.59% 12837 667 5.20% 43 0.33%
Farm Operator: 
Mainly Renting 
Land etc
12046 503 4.18% 34 0.28% 12092 470 3.89% 32 0.26%
Farm Operator: 
Fishing, Forestry, 
A g r i c u l t u r a l 
Services
9185 376 4.09% 23 0.25% 10291 595 5.78% 42 0.41%
O w n - A c c o u n t 
workers ,  Non-
Farm
25208 613 2.43% 243 0.96% 23932 545 2.28% 25 0.10%
E m p l o y e e s : 
Professional, Tech 
and Adm. Workers
42863 937 2.19% 880 2.05% 42215 908 2.15% 14 0.03%
Employees: Farm 
Workers 9759 350 3.59% 53 0.54% 9037 291 3.22% 27 0.30%
E m p l o y e e s : 
General Workers 10609 365 3.44% 132 1.24% 9432 324 3.44% 40 0.42%
E m p l o y e e s : 
Clerial, Sales and 
Services Workers
19311 592 3.07% 161 0.83% 18696 546 2.92% 19 0.10%
E m p l o y e e s : 
P r o d u c t i o n 
Workers
14095 387 2.75% 41 0.29% 13039 367 2.81% 27 0.21%
E c o n o m i c a l l y 
Inactive 12604 4920 39.04% 133 1.06% 11377 4547 39.97% 129 1.13%
280
似値を示している。また，この項目を構成する内容は，一見，政府等から
の所得再分配の意味を持つ生活のための助成金や支援金の様にも理解され
うるが，表2.5で表される様に，2006年度調査以降，この項目が「家計外
部の人からの援助」と「政府・組織からの援助」の２項目に細分化された
ことによって，その内容が明らかになった。この表2.5によると，「援助支
払」の大部分は，他の家計からの収入，つまり送金や寄付等から構成され
ているのであって，政府等の機関や組織からのいわゆる支援金や補助金で
はない。そして，そうした類の収入は，９つのグループにおいて全て総収
入１％未満の割合にすぎない。これは，収入の約40％を「援助支払」に負
う「経済的に不活動のグループ」であっても，１％強にすぎないことから
も一層強調される。それゆえ，家計間レベルでの所得格差要因やその是正
手段を理解する上で，政府等の積極的な政策の展開や政府から家計への作
用を読み取ることは，少なくとも統計上非常に困難であるとも考えられる。
Ⅲ．支出面における実態
続いて，Report of the Household Socio-Economic Survey: Whole of Kingdom
を中心的に利用しつつ，家計グループ間での支出行動に見られる特徴につ
いて確認していく。
まず，総支出の経年動向及び家計グループ間での類型について見ると，
図3.1の様な形を描いている（各グループの数値は付表７参照）。既に取り
上げた所得については明確な形で３グループに類型出来たが，支出面では，
大雑把に見れば２グループに累計できるような形を取っているとも言え
る。その上で，表3.1から把握される様に，各グループの支出の前回比の伸
び率を見ると，総じて，所得と同様に各グループがそれぞれ持続的に支出
を拡大している傾向が解る。1998年を基準とした2007年時点での伸び率で
は，平均で約10年間に1.4倍上昇しており，所得の上昇に準じる形で，グル
ープ間で相対的に所得が低い「農業労働者」家計や「一般労働者」家計の
281アジア通貨危機後のタイにおける家計グループ間での特徴的差異：統計指標の実態から
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図3.1　家計グループ毎の総支出（消費支出＋非消費支出）
表 3.1　総支出の伸び率：前回比と 1998 年比
1998-2000 2000-2002 2002-2004 2004-2006 2006-2007 1998-2007
全国平均 0.95 1.11 1.13 1.16 1.01 1.40 
主に自家土地保有の農業自営 0.88 1.21 1.14 1.19 1.03 1.49 
主に借地での農業自営 0.82 1.18 1.11 1.19 1.02 1.32 
漁業，林業，農業関連サービス 1 0.98 
農業以外の自営 0.95 1.08 1.09 1.16 0.98 1.27 
専門，技術，管理職 0.97 1.09 1.08 1.17 0.97 1.28 
農業労働 0.88 1.12 1.20 1.37 1.05 1.70 
一般労働 0.97 1.05 1.10 1.31 1.03 1.50 
事務，販売・サービス業労働 0.90 1.03 1.12 1.16 1.01 1.22 
製造業労働者 1.04 0.99 1.15 1.16 1.04 1.43 
経済的に不活動 0.90 1.07 1.16 1.12 1.04 1.29 
表 3.2　総支出の不平等度（農業労働＝ 1）
1998 2000 2002 2004 2006 2007
全国平均 1.89 2.03 2.01 1.89 1.60 1.55 
主に自家土地保有の農業自営 1.27 1.27 1.38 1.31 1.14 1.12 
主に借地での農業自営 1.42 1.32 1.40 1.30 1.13 1.11 
漁業，林業，農業関連サービス 1 0.86 0.80 
農業以外の自営 2.45 2.64 2.56 2.33 1.96 1.84 
専門，技術，管理職 4.27 4.68 4.59 4.12 3.50 3.24 
農業労働〈基準値〉 1 1 1 1 1 1 
一般労働 1.17 1.28 1.20 1.10 1.05 1.03 
事務，販売・サービス業労働 2.49 2.54 2.33 2.19 1.84 1.78 
製造業労働者 1.56 1.83 1.63 1.57 1.33 1.31 
経済的に不活動 1.23 1.15 1.16 1.23 1.06 1.07 
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消費の伸びが，平均を大きく上回っている。また，表3.2の様に，支出の家
計グループ間での相対的な不平等度について，最も支出が少ない「農業労
働」家計を基準に見ると，専門職等の家計グループを除いてほぼ2.5倍まで
の比較的狭い留まっていること，また，所得の場合と比べて大きな格差縮
小の傾向は見られないこと，これら２つの特徴が把握出来る。
表 3.3　エンゲル係数と消費支出に占める衣食住費の割合
1998 2000 2002 2004 2007
エンゲル
係数 衣食住
エンゲル
係数 衣食住
エンゲル
係数 衣食住
エンゲル
係数 衣食住
エンゲル
係数 衣食住
全国平均 0.41 0.60 0.37 0.58 0.38 0.54 0.35 0.54 0.35 0.54 
主に自家土地保有の
農業自営 0.47 0.66 0.42 0.64 0.44 0.60 0.39 0.60 0.40 0.58 
主に借地での農業自
営 0.46 0.64 0.43 0.65 0.45 0.59 0.40 0.59 0.40 0.58 
漁業，林業，農業関
連サービス 0.45 0.63 
農業以外の自営 0.39 0.57 0.35 0.56 0.36 0.52 0.34 0.52 0.34 0.52 
専門，技術，管理職 0.32 0.49 0.29 0.46 0.27 0.44 0.26 0.44 0.27 0.43 
農業労働〈基準値〉 0.51 0.70 0.48 0.71 0.50 0.66 0.46 0.66 0.44 0.63 
一般労働 0.50 0.70 0.46 0.68 0.49 0.66 0.44 0.66 0.44 0.63 
事務，販売・サービ
ス業労働 0.38 0.59 0.37 0.58 0.39 0.54 0.35 0.54 0.36 0.53 
製造業労働者 0.46 0.64 0.43 0.63 0.45 0.59 0.41 0.59 0.42 0.58 
経済的に不活動 0.39 0.65 0.35 0.64 0.39 0.60 0.34 0.60 0.36 0.61 
図 3.2　衣食住の割合
全国平均
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こうした大まかな実態を踏まえた上で，より詳細に消費行動におけるグ
ループ間での差異や共通性を理解するために，「エンゲル係数」や「消費支
出における基本的な衣食住費の割合」についてまとめたものが，表3.3であ
り，後者の項目について，特にグループ間での差異に関して視覚的に理解
するために，グラフ化したものが，図3.2である。
エンゲル係数や衣食住費に関して言えば，所得が増加するにつれて，低
下することが一般的な法則として知られており，この法則は，タイの家計
行動にも該当すると考えられる。また，家計グループ間での差異という視
点から理解すると，総支出の動向から捉えた場合には，大きくは，２つの
グループに分類されうることを既に見たが，図3.2からは，より微細に３つ
若しくは，４つのグループとして分類できる可能性も窺われる。
先の表3.2で見たように，総支出における家計行動の格差を理解した場
合には，専門職等のグループを除いて，他のグループ間での格差は約2.5倍
の範囲に収まる。その一方で，表3.4に表される様に，例えば，貯蓄，将来
的な消費の可能性，あるいは消費における選択の自由度といった視点から
家計行動を理解するために，総収入から総支出を引いた上で残る残余の金
額について取り上げて見ると，総支出における家計行動の格差と比べて，
各グループ間で遥かに大きな差が見られる。最も残額が少ない農業労働家
計グループを基準に，その金額と，最も支出後の残額が大きい専門職等の
アジア通貨危機後のタイにおける家計グループ間での特徴的差異：統計指標の実態から
表 3.4　総収入―総支出の残余
1998 2000 2002 2004 2006 2007
全国平均 2103 2302 2847 2666 3476 4160
主に自家土地保有の農業自営 890 829 1357 1415 2705 2019
主に借地での農業自営 757 1261 2376 2129 2010 1719
漁業，林業，農業関連サービス 2633 1717
農業以外の自営 4151 4272 5077 3918 6422 8311
専門，技術，管理職 8757 8615 9061 10297 10948 12622
農業労働 −332 −62 36 −78 111 414
一般労働 120 628 547 214 46 958
事務，販売・サービス業労働 2320 2329 2460 1996 2248 2631
製造業労働者 1214 1593 1638 1304 1056 1833
経済的に不活動 938 1021 1569 1361 1138 3301
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グループとの金額を比較した場合，例えば，2007年現在で見ても約30倍の
格差になる。
全般的な状況として所得が増加しつつ，また支出が増加している状況を
踏まえた上で，特に消費行動に焦点を当てて言えば，例えば，それまで手
に届かなかった耐久消費財や輸入品などの高級品の購入量が増加すること
で，システム全体での経済成長の需要的な側面を基礎づけたり，牽引役を
表3.5　主な耐久消費財の各家計の普及率（％）
テレビ クーラー 自動車 冷蔵庫 ビデオ コンピューター
1998 88.7 7.2 7.9 68.4 20.9 2.3 
2004 93.0 10.9 9.9 79.7 36.3 11.8 
表3.6　自動車（新車）の実勢価格
車体価格 頭金
48回払い
（利子3.35％）
60回払い
（利子3.5％）
72回払い
（利子4.05％）
84回払い
（利子4.75％）
１年間の保険
料選択可能
４社の平均
Jazz：1500cc 560000 140000 9923 8225 7251 6663 23636 
City：1500cc 524000 131000 9285 7696 6785 6285 23755 
Civic：1800cc 749000 173500 13271 11001 9698 8911 24809 
Civic：2000cc 1046000 261500 16344 15363 13544 12445 29053 
Accord：2000cc 1265000 316250 22533 18580 16379 15050 27607 
Accord：2400cc 1401000 350250 24824 20577 18140 16668 27607 
Accord：3500cc 2910000 727500 51562 42741 37678 34621 43271 
＜備考＞通貨単位：THB，各車種の最低ランク車。2009年2月，Honda Summit Bang-Na店調べ。
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図3.3　VAT付加価値税金額の推移と伸び率
285
務めることも想像される。これに関わって，統計年度によって調査の有無
があるため，1998年と2004年の２年度に留まるが，前者の耐久消費財の普
及という観点から主な品目をピックアップしてまとめたものが，表3.5で
ある。これによると，クーラーを除く家電製品では大きな伸びを示してい
る一方で，他方，例えば，相対的に高価な自動車の普及は1割程度のまま殆
んど変化が見られない。この状況を裏付ける１つの根拠として，表3.6にお
いて示す様に，最近の自動車の実勢価格を見る限り，自動車の購入は多く
の家計グループにとって未だ現実的ではないことが挙げられる。例えば，
仮に，ある平均的な家計がHondaの最も小型車であるJazzを購入するとし
ても，2007年の全ての家計グループの月間平均所得18,660THBという金額
は，年収に換算しても223,920THBにすぎない。つまりは，年収の２倍以
上の金額になる。そして，長期ローンを組んだ場合には，収入の1/3程度の
負債を抱えることになってしまう。また，高級品の購入に関わっては，具
体的な家計調査項目がないため，今後検証方法について吟味する必要があ
るものの，図3.3で表される様に，輸入商品に対して７％を課す付加価値税
（VAT）の金額及び伸び率（Bank of Thailand発表値）を見る限りでは，2000
年から2007年の間にほぼ２倍に上昇している。したがって，少なくとも，
社会全般的に見れば，高級品の消費が増大しているという状況は類推出来
る。
尚，大量な電力を消費するクーラーが普及していない実態については，
各グループにおける「光熱費」が途中で若干変動しているものの1998年と
2007年とを比較した場合，いずれのグループにおいても支出の５％程度で
あり，金額もほぼ同値にある実態が確認される。
最後に，システム全体での所得再分配メカニズムや福祉環境に関わる内
容について見る。政策的な観点，あるいは国家予算の増大という観点から
は，2000年代に入って公的扶助の役割を担う各種諸制度が整備されてきて
いることが指摘されている（e.g.，玉田・船津（編），2008）。その中で，
例えば，医療保険について言えば，2002年にタクシン政権が65歳以上の高
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齢者を主な対象とする「30バーツ治療医療制度」を創設したことは，画期
的な事業であった（2007年には，手続きの煩雑さを理由に無料化）。但し，
これに対応する家計レベルでの「医療費」項目について取り上げてみると，
表3.7から確認される様に，どちらかというと，全てのグループにおいて
2004年と2007年を比較した場合には増加傾向を示しており，各家計グルー
プがその制度から金銭的に換算した形で恩恵を受けていると，少なくとも
直ちには言いがたい8）。また，所得再分配の前提条件となる直接税の徴収
について見ると（表3.8参照），いずれの家計においても，総収入に対する
表 3.7　医療費支出の推移
1998 2000 2002 2004 2007
全国平均 294 263 252 262 284
主に自家土地保有
の農業自営
215 187 159 180 192
主に借地での農業
自営
88 170 132 123 185
漁業，林業，農業
関連サービス
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農業以外の自営 318 326 323 343 331
専門，技術，管理職 304 517 580 593 628
農業労働 462 121 105 115 141
一般労働 113 173 166 106 161
事務，販売・サー
ビス業労働
229 293 256 247 255
製造業労働者 230 167 150 131 130
経済的に不活動 405 315 280 297 346
表 3.8　租税支出の総収入比
1998 2000 2002 2004 2007
全国平均 118 66 71 87 69
主に自家土地保有
の農業自営
17 1 3 4 4
主に借地での農業
自営
17 4 4 2 5
漁業，林業，農業
関連サービス
15
農業以外の自営 85 28 33 29 40
専門，技術，管理職 285 537 557 672 494
農業労働 24 1 1 1 3
一般労働 2 3 6 1 4
事務，販売・サー
ビス業労働
94 74 59 67 51
製造業労働者 54 30 14 16 19
経済的に不活動 104 22 26 36 25
表3.9　「贈与・寄付」の金額と総収入比
1998 2000 2002 2004 2007
金額 総収入比 金額 総収入比 金額 総収入比 金額 総収入比 金額 総収入比
全国平均 989 7.9 604 5.0 625 4.6 735 4.9 876 4.7 
主に自家土地保有の農業自営 1777 22.5 345 4.9 430 4.9 557 5.6 651 5.2 
主に借地での農業自営 598 7.0 357 4.6 396 4.0 450 4.2 554 4.6 
漁業，林業，農業関連サービス 312 3.4 
農業以外の自営 969 5.5 862 5.0 793 4.2 852 4.5 1045 4.1 
専門，技術，管理職 1906 5.9 1714 5.5 1759 5.2 2142 5.8 2318 5.4 
農業労働 684 13.2 154 3.2 200 3.7 273 4.3 423 4.3 
一般労働 177 2.7 378 5.5 221 3.1 211 2.9 361 3.4 
事務，販売・サービス業労働 783 4.9 710 4.8 700 4.6 765 4.7 969 5.0 
製造業労働者 618 6.3 579 5.5 513 4.9 588 5.1 773 5.5 
経済的に不活動 654 7.3 331 4.1 348 3.8 386 3.8 416 3.1 
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支出比率で１％未満の値を示している。つまり，先に見た収入面における
支援金や補助金を意味する「援助支出」における「政府・組織からの援助」
の比率とほぼリンクしていることがわかる。つまり，端的かつ大雑把に言
えば，税金支払いが少ない対価として，手薄い公的な政府等のフォーマル
所得再分配機能が存在するということが，家計レベルの統計的実態から類
推される9）。また，表3.9に基づいて，支出項目のうち「贈与・寄付」の金
額および総収入に対する比率について確認すると，どの家計グループも所
得の大きさに関わらず，ほぼ同等の比率で支出していることが確認される。
加えて，この数値は，先に取り上げた表2.4の収入面における「援助支払」
とも酷似した数値を示してもいる。したがって，収入面での「援助支払」
と支出面での「贈与・寄付」の間に何らかのリンクが存在するとも捉えら
れる。
Ⅳ．結論：家計行動の特徴を巡る諸論点の整理と展望
これまで，家計行動を巡る収入面と支出面のそれぞれについて，統計デ
ータに基づき，特に家計グループ間での差異や共通性といった視点から，
それぞれにおける特徴を敷衍してきた。
家計行動を巡る特徴として，まず，家計グループ間での差異という観点
から言えば，大きくは，各種統計データから，収入面と支出面のそれぞれ
において，各統計上の分類グループ間で，実態として，少なくとも2～4ク
ループの集団により精緻に分類・グルーピングされうること，また，それ
らグループ間での相対的な位置の移動は見られないこと，これら2つの内
容を析出できる。あるいは，収入面におけるタイル尺度の分析からは，所
得の値では，相対的にあまり高価でないために目立たないグループが，所
得のシェアという観点から理解した場合には，システム全体での所得分配
の不平等に相対的に大きな影響を与えうる可能性も示唆される。したがっ
て，こうした実情を踏まえつつ，家計行動の差異を論じる上で有意なグル
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ーピングを構成しモデル化していくことが，今後の課題の１つとして確認
される。
また，各統計分類グループ間で確認される共通の傾向性について家計に
おける収入―支出の通時的な再生産過程という観点から言えば，既に論じ
た様に，とりわけ，収入面における「援助支払」と支出面における「寄付・
贈与」の双方の項目については，いずれのグループにおいても酷似した数
値の傾向が示されている。更に同様な傾向は，収入面における「政府・組
織からの援助」と，支出面における「租税支出」との双方の項目について
も確認される。
そして，こうした２つの項目間での関係性について，システムレベルで
の視点から捉えた場合，前者をインフォーマルな所得再分配メカニズムの
作用として，後者を公的なフォーマルな所得再分配メカニズムの作用とし
て，それぞれ理解しうる。そして，それぞれの総収入に対する数値が，経
年的に，前者５％程度で推移しているのに対して，後者が１％程度で推移
していることから，タイでは公的なフォーマルな所得再分配メカニズムの
作用が脆弱であり，これと異なるインフォーマルな所得再分配メカニズム
の機能が相対的に大きな役割を担っていることが示唆される。
公的なフォーマルな所得再分配メカニズムの実態については，まずは，
租税制度の実態について検証することで，その根拠や背景が明らかになり
うる。これに対して，インフォーマルな所得再分配メカニズムの実態を捉
えていく上での論点としては，まず，なぜ，低所得の家計グループが，高
所得の家計グループと収入対してほぼ同等の割合で，他の家計や他の人々
に「寄付・贈与」を行う実態が見られるのかということについて考察する
必要がある。と言うのも，こうした状況は，常識的に考えると，特異な行
為であると思われるからである。つまり，平たく言えば，例えば，累進課
税制度に見られるように，富める者程多くを出資し，貧者はそれなりに，
という見解が一般的であろう。あるいは，既に確認した様な各家計の支出
や消費に見られる格差や，耐久消費財の普及に一層の発展の余地があるこ
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とを念頭に置けば，「寄付・贈与」の支出を行う前に，その分を，自らの家
計の消費に充てて，自身の家計を充足させることが何よりも先決の事項と
しておかれるべきであり，合理的な行動であると解釈されるだろう。
この実態についてより精緻な理解を深めるために，換言すると，本当に，
グループ間で共通の行動の特徴であるのかどうかを確認するために，各年
の各グループの総収入金額と寄付・贈与金額両方の実数値を相関関係とし
て表したものが，図4.1である。
図中に描かれている近似直線の有意性については，詳細の検証を行う必
要性を残しており，その作業については，今後の課題として残されるもの
アジア通貨危機後のタイにおける家計グループ間での特徴的差異：統計指標の実態から
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図4.1　総所得と贈与・寄付との相関関係
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の，まずは，こうした各グループ間で垣根を越えた共通の特徴として，モ
デルを構成する上での１つの具体的なアクターの行動原理として仮定する
ことが，少なくとも示唆される。　
その上で，この様な共通の行動原理に対する意味づけや解釈を巡っては，
本稿で論じているタイの例に限定して言えば，いわゆる歴史，思想，文化，
慣習などを意味する「インフォーマルな制度」的な要因の影響を少なから
ず受けた行動という形での理解が可能であるかも知れない。
その根拠の１つとしては，幾つかの既存研究（e.g.，Skinner and Kirsch，
1975；森部，1998；吉原，1999；田中，2008）によって示唆されている内
容を踏まえて類推すると，例えば，仏教的思想に源流を見出しうる布施（タ
ンブン）の精神や，血縁や村落共同体内部での二者関係の連鎖からなる横
のネットワークや，保護―被保護関係に象徴される縦のネットワークが絡
み合ったネットワークの下に埋め込まれたHuman Beingとしてのアクター
や家計の行動原理であり，いわゆるIndividualとしての個々のアクターや家
計の行動原理とは異なると思われるからである。更に，そうした家計グル
ープ間での垣根を越えた共通の行動原理の特徴をより明確に言い表せば，
それは，自己犠牲的ないし他者志向的とでも呼ぶべき行動仮説・原理であ
り，いわゆる自己利益最大化の行動原理とは一線を画する原理であるとも
類推される。これについて，本稿での統計的実態に即して言えば，例えば，
表3.4で表される総収入から総支出を引いた残余における家計間の違いは，
将来的な自己の家計における消費財の選択自由度や貯蓄としての将来の安
定性を意味するものの，例えば，農業労働家計では，持続的な自己の家計
の再生産過程の破綻を意味する収支の赤字の値すら示しているにも関わら
ず，一定の「寄付・贈与」支出が持続して行われていることが挙げられる。
以上の様な形で示唆される所得再分配メカニズムや行動原理といったも
のについての理解を一層明確にしていくために，まずは，特に本稿で析出
した収入面における「援助支払」と支出面における「寄付・贈与」との結
びつきの実態の妥当性についてより精緻に検証することが必要である。そ
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してこのためには，例えば，①地域間で比較した場合，異なる統計的実態
がみられるのかということに関する吟味，②具体的な経験的事例としての
家計間での金銭のやりとりに関わる様な，例えば地方への送金実態に関す
るアンケート調査，などの作業が想定されうる。以上の様に，今後の展開
について多くの課題が新たに析出されたが，とりあえず，タイの統計的実
態に基づく形で，家計行動を巡る差異と共通点について明確に出来たなら
ば，本稿での議論は一先ず区切りの時を迎えたと思う。
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注
１）これは，換言すると，タイにおける社会階層の流動性の脆弱さという形で
理解出来る。1990年代までの階層の流動性の脆弱さについては，例えば，
古谷野・北川・加納（編）（2000）や服部・船津・鳥居（編）（2002）によ
って指摘されており，2000年代に入ってからも流動性が高まる様な新たな
諸条件や諸要因が新たに出現してはいないと考えることが出来る。
２）ただし，このことは，政治主導型の経済運営が行われていたことや，経済
システムが政治システムに大きな影響を受けていることを意味しない。タ
イの場合には，むしろ相対的に政治に対する経済の自律性がみられ，その
状況がタイの経済発展に結びついてきたという指摘が見られる（e.g.，玉
田，2003）。
３）タイル指標の説明や計算方法の詳細の解説については，例えば，Theil
（1967），Sen（1997），青木（1978）を参照。
４）タイの教育システムの全体像については，例えば，村田（2007）を参照。
あるいは，Statistical Year Book Thailandの各年度版によると，大学に在籍
する者の人口は，2000年代に入って全体の２割を占めるようになってきて
いる（但し，統計上の合計が100％を超えるなどの問題もある）。仮に，こ
うした人口が，そのまま労働市場に新規参入し続けるならば，今後一層の
高学歴化が進むと考えられるが，その一方で，大学の授業料が平均的な家
計にとっては，極めて高額（例えば，タイを代表する大学の１つである
Churalongkorn大学の言語文化学部の授業料は，１セメスター74500THB
（約223,000円））であるといった要因についても慎重に考慮する必要もあ
る。
５）家計統計調査年について，（1）経済危機を受けて，その影響を測定するた
めに1999年から2001年にかけては特別に毎年実施されたこと，（2）1968-69
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年にかけて現調査方法に改め1986年までは５年毎，それ以後，２年に１度
の実施であったが，2006年以降には毎年実施するようになったこと，これ
ら２つの内容が，Statistical Year Book Thailand（2008，p.205）で説明さ
れている。
６）正確な事実関係については，確認中である。
７）2006年度と2007年度については，「家計外の個人からの援助」と「政府・組
織からの援助」の２項目の合算値であり，他の年度については，「援助支
払」の数値である。
８）但し，この制度が導入されたことにより，例えば2006年度のHealth and 
W elfare Surveyによると全人口の９割が保険適応治療を受けられるように
はなっており，セーフティーネットの役割は果たしている。あるいは，１
回あたりの費用が安価になったために通院頻度が上昇しているために，金
額では上昇した可能性も否定できない。
９）租税体系の変遷について取り上げる必要もあるが，参考までに言うと，例
えば，2008年以降では，純課税所得が150,000THB以下の場合免除される。
またその前提として，本人と配偶者に対して30,000THB，子供に対して
15,000THB（最高３人），両親（所得制限あり）30,000THB（１人あたり）
をはじめとする各種の控除が適用される。１家計の平均人員構成は低下し
つつあるものの３人強であるため，現実的には，大多数の世帯で，各種控
除を適用すると無税になる可能性が高いと類推出来る。
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付表１　GDPの経年動向と変化率：1998年−2008年
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付表６　各家計グループの総収入
1998 2000 2002 2004 2006 2007
全国平均 12492 12150 13736 14963 17787 18660
主に自家土地保有の農業自営 7915 7014 8827 9937 12837 12488
主に借地での農業自営 8568 7678 9971 10595 12092 12046
漁業，林業，農業関連サービス 10291 9185
農業以外の自営 17665 17093 18970 19056 23932 25508
専門，技術，管理職 32307 31366 33963 37080 42215 42863
農業労働 5179 4796 5467 6421 9037 9759
一般労働 6570 6869 7088 7383 9432 10609
事務，販売・サービス業労働 16015 14678 15122 16225 18696 19311
製造業労働者 9807 10500 10499 11512 12901 14095
経済的に不活動 8902 8169 9189 10192 11064 13604
付表７　各家計グループの総支出
1998 2000 2002 2004 2006 2007
全国平均 10389 9848 10889 12297 14311 14500
主に自家土地保有の農業自営 7025 6185 7470 8522 10132 10469
主に借地での農業自営 7811 6417 7595 8466 10082 10327
漁業，林業，農業関連サービス 7658 7468
農業以外の自営 13514 12821 13893 15138 17510 17197
専門，技術，管理職 23550 22751 24902 26783 31267 30241
農業労働 5511 4858 5431 6499 8926 9345
一般労働 6450 6241 6541 7169 9386 9651
事務，販売・サービス業労働 13695 12349 12662 14229 16448 16680
製造業労働者 8593 8907 8861 10208 11845 12262
経済的に不活動 7964 7148 7620 8831 9926 10303
